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【基本的事項】 

１ 背 景

本市の総人口は減少傾向にある中で、令和７年に団塊世代全員が75歳以上と

なり、高齢者人口は令和22年にはピークを迎え、高齢化率は32.6％になると予

想されています。既に、前期高齢者を後期高齢者が上回り（令和５年１月末時

点）、今後も要介護（支援）認定者や認知症高齢者の増加が見込まれます。また、

「８０５０問題」などにみられる複数の課題が重なり合い、包括的な対応が求

められる相談内容が増加していることから、高齢者総合相談を担う地域包括支

援センター（以下「センター」という。）の役割はますます重要となっています。 

令和6年度から、第10次高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画に基づ

き、引き続き「やさしさ、ふれあい、支え合いのまちづくり」を基本理念とし、

地域住民が支え合い、高齢者、障がいのある人など、すべての人が、いつまで

も可能な限り住み慣れた地域で暮らし続けることができる「地域共生社会」の

実現を目指しています。その実現に向けて、市民自らが運動・食生活・社会参

加に着目した健康づくりに取り組む環境の整備など、しあわせな最期（健康長

寿）を迎えられることができるよう、地域包括ケアシステムの構築を進めてい

ます。 

２ 方針策定の趣旨 

この方針は、介護保険法第115条の47第１項の規定に基づき、高齢者保健福祉

計画・介護保険事業計画における基本理念・基本目標の実現に向けてセンター

の担う役割を明確にするとともに、円滑で効率的な事業の実施に資することを

目的とします。 

３ 市の役割 

市は、実施主体としてセンター運営について体制整備及び機能強化に努め、

適切に関与するため、主に以下の役割を担うこととします。 

・センターの運営方針の明確化と継続的な評価・点検に関すること 

・センターの運営体制の確保に関すること 

・地域ケア会議の運営・総合調整に関すること 

・生活支援体制整備事業の推進に関すること 

・在宅医療・介護連携の推進に関すること 

・介護予防の推進に関すること 

・認知症施策の推進に関すること 

・虐待や困難事例等に対する支援、関係機関との連携支援 

４ 介護保険運営協議会の役割 

介護保険運営協議会は、センター運営について公正・中立に実施できる者へ

の業務委託や担当地区の設定、センターの事業実施方針等について審議します。

市は、介護保険運営協議会に対し、センターの運営状況等を報告し評価・助言

を求めます。 
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【事業実施方針】 

Ⅰ 基本方針 

センターは、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援

助を行うことにより、保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援します。

また、地域包括ケアを推進するため、Ⅱ・Ⅲに掲げる事業を一体的に実施し、

医療・介護・福祉等の関係機関や多様な社会資源の連携拠点として中核的な役

割を担います。 

センターに配置する各種専門職は、各々の知識を活かしながら互いに業務の

理念や骨子を理解した上で連携・協働の体制を作り、業務全体を「チーム」と

して支えていきます。 

Ⅱ 包括的支援事業 

１ センターの運営 

⑴ 総合相談支援業務 

① 総合相談窓口としての機能 

・地域住民の身近な相談先として、高齢者一人ひとりの相談に対し、丁寧

かつ迅速な対応を心掛ける。

・ワンストップ相談窓口として、相談者に必要な情報を収集及び提供し、

適切な機関又はサービスへつなぐ。また、相談内容に応じて継続的な

支援を行う。 

・相談内容について、正確な状況把握や緊急性の判断を行い、関係機関と

連携を図る。 

・継続支援が必要な相談には、十分なアセスメントを行い、支援計画を作

成する。 

・家族支援の視点を持ち、事前対応を含め関係機関との連携を図る。 

② 実態把握のための活動 

・個別的支援が必要な対象者を訪問し、心身の状況や生活環境等について

実態を把握し、個別課題（ニーズ）への早期支援を行う。 

・個別課題と地域との関係性を明らかにし、一体的に支援する視点を持っ

て地域アセスメントを行う。 

⑵ 権利擁護業務 

すべての支援過程において、常に権利擁護の視点に基づいた支援を行い、

緊急性が高い事例には迅速に対応する。普及啓発及び地域支援ネットワーク

の構築により、権利侵害を未然に防ぐことや権利擁護支援が必要な人の早期

発見に努める。 

① 成年後見制度の活用 

・制度の広報活動と利用促進に努める。 

・関係機関と連携を図り、迅速な対応を行う。 

・「磐田市成年後見支援センター（中核機関）」と連携を図り、円滑な運営

に協力する。 
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② 高齢者虐待の防止及び困難事例等への対応 

・高齢者虐待については、磐田市高齢者虐待対応実務者マニュアルに基づ

き、迅速な状況把握、市との連携により適切な対応を行う。 

・困難事例については、必要な情報収集と適切なアセスメントの上、緊急

性の判断、関係機関との連携を図り、ケース会議等で対応を協議する。 

③ 消費者被害の防止 

・必要な情報を収集し、地域の高齢者への情報提供・予防活動を市民相談

センター・民生委員児童委員等と協力して行う。 

・消費者被害の被害者に対しては、事実確認後、関係機関と連携して救済

支援を行う。 

⑶ 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

① 関係機関との連携体制構築 

・医療・介護・福祉のサービス機関を把握し、連携体制を深化させる。 

・交流センターや生活支援コーディネーターと地域づくりの連携体制を構

築し、地域資源（インフォーマルサービス等）の把握に努める。 

② 介護支援専門員に対する支援 

・介護支援専門員が相談しやすい環境を整備する。 

・多職種連携会議の活用と地域ケア会議の効果的な実施により、介護支援

専門員の資質向上に資する支援を行う。 

③ 支援困難事例等への指導・助言 

・支援困難事例に対し、助言や同行訪問などの支援を行い、介護支援専門

員自身が主体的に問題解決能力を高めるための指導・助言を行う。 

・必要に応じて地域ケア会議を活用できるようサポートする。 

④ 居宅介護支援事業所の主任介護支援専門員との連携 

・介護支援専門員の資質向上、支援困難事例への指導助言において、連携、

協働を図る。 

⑷ 介護予防ケアマネジメント業務  

①  介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業） 

・要支援者、事業対象者の自立に向けて適切に支援する。 

また、事業対象者の新規事業対象者には、リハビリ専門職と包括職員が

対象者宅へ訪問するよう努め、自立に向けての支援を行う。 

・短期集中予防サービスＣ（いきいきトレーニング・いきいきライフ）事

業について、関係者と連携して効果的な運用を図る。 

・多職種連携会議の実施に協力する。 

・自立支援の理念を踏まえた市民への周知啓発を行う。 

② 一般介護予防事業（介護予防・日常生活総合事業） 

・将来的な介護需要の高まりを見据え、フレイル・介護予防に重点的に取

り組む。 

・市民への「自助」「互助」を促す介護予防の取組の啓発及び支援を行う。 

・健康増進課地区担当保健師や生活支援コーディネーター第２層、交流セ

ンター、地域づくり協議会をはじめとした地域活動団体等との連携を

図り、地域における介護予防活動の浸透を目指す。 
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２ 社会保障の充実分 

⑴ 在宅医療と介護連携の推進 

① 医療・介護の関係機関との連携支援を進める。

② 地域住民への普及啓発事業を実施する。 

⑵ 生活支援体制整備事業の推進 

②  生活支援コーディネーターが行う活動へ協力する。

②  生活支援体制整備事業（第２層）協議体と小地域ケア会議との連携を図

る。 

③ 新たな地域資源創出（通いの場・居場所・生活支援等）に向けて、キー

パーソン等地域資源の把握に取り組む。 

④ 高齢者の社会参加促進に協力する。 

⑶ 認知症施策の推進 

① 地域住民への普及啓発事業を実施する。 

③  認知症地域支援推進員の活動に取り組む。 

④  認知症初期集中支援チームの活動における協力をする。 

⑷ 地域ケア会議の実施 

① 「磐田市地域ケア会議設置の基本的考え」及び「磐田市地域ケア会議運

営マニュアル」により、地域の実情に合わせて実施する。 

② 個別ケースの検討及び支援を進めるため、個別地域ケア会議を開催する。

③ 個別地域ケア会議の積み重ねを通じて、日常生活圏域レベルでの地域課

題について整理・解決策の検討を行うため、小地域ケア会議を開催する。 

Ⅲ 指定介護予防支援事業

要支援１・２の認定者に対して、現在の状態の維持・改善が図れるように利

用者や家族と共に目標を定め、自立支援に向けた介護予防プランを作成する。

また、利用者のアセスメントを十分に行い、適切なケアマネジメントのもと生

活機能向上の実現を目標に掲げ、本人がセルフマネジメントの実践ができるよ

う多職種と連携し支援を行う。 

包括的支援事業との業務を考慮し、居宅介護支援事業所への再委託を検討し

適正なプラン数を担当する。 

再委託しているプランについて、３職種が関わり責任を持って担当介護支援

専門員に対し指導や支援を行う。また、同法人の実施するサービス利用につい

ては、抱え込みとならないよう細心の注意を払う。 

Ⅳ 運営体制 

１ 運営の基本的視点 

センターは、以下の３つの視点を持って運営にあたる。

⑴  公益性  

介護・福祉行政の一翼を担う「公益的機関」であり、公正で中立性の高い

事業運営を行うこと。 
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⑵ 地域性  

地域のサービス提供体制を支える中核的な存在であり、地域の特性や実情

を踏まえた柔軟な事業運営を行うこと。

⑶ 協働性  

各専門職が「縦割り」で業務を行うことなく、業務の理念・基本的な骨格

を理解した上で、常に相互に情報を共有し、協議して業務を遂行するチーム

アプローチでの事業運営を行うこと。 

２ 職員の配置

保健師（地域ケア・地域保健等に経験のある看護師）、社会福祉士、主任介護

支援専門員の３職種を適正に配置する。 

３ 地域住民への周知 

地域住民がセンターの場所や業務内容について理解できるよう、周知を行う。 

４ 個人情報の保護 

個人情報は、関係法令を遵守して適正に管理する。訪問者との相談の際は、

施設構造に応じてプライバシーへの配慮を適切に行う。 

５ 苦情対応 

対応マニュアル等を整備し、誠意をもって対応するとともに記録を残す。ま

た、担当者や責任者を定め、利用者から見やすいところに掲示する。 

６ 人材育成 

職員の資質向上を図るため、内外の研修に積極的に参加すると共に、参加し

なかった職員に対しても研修で得た知識や情報の共有を図る。 

７ センターのマネジメント 

センター長は、センターのマネジメントを行うと共に、職員全員が目標や年

間計画を共有できる体制を整える。また、ＰＤＣＡサイクルに基づき継続性の

ある事業計画を策定する。年に１回以上、業務の質に対する中間評価を行い、

事業の質の向上に努める。 

災害や感染症等の影響により、センター運営が滞らないよう市と連携してＢ

ＣＰを策定する。 

８ 市との連携 

センターは、センター長会議等の機会を通じて、市と連携して包括的支援事

業の運営に努める。 

また、専門職種等の職員で構成する会議等への参加を通して情報交換を進め、

課題を共有し、解決に向けて主体的に取り組む。 


